
別紙一覧表２‥‥過去に規制の見直しが困難とされたものについて改めて規制の見直しを検討するもの（網掛け部分が平成２０年度に再検討した部分です。）

記号 結果の概要

1

統計調査の申告、調査関連手続等
統計法、千葉県統計調査
条例

県として重要な指定統計を実施するために
は、調査客体に対する申告義務や実地調査
等の規定がないと正確な統計を得ることが
難しくなる。また、統計法の規定に準じて
県条例を作成していることから見直しは困
難である。

2

申告義務や実地調査については、統計法及び千葉県統計調査
条例に規定されていることから見直しは困難であるが、条例
の改正により統計データの有効利用の促進を規定し、調査客
体の負担軽減を検討する予定である。

総合企画部
統計課

2

行政財産の使用許可の基準、申請等 千葉県公有財産管理規則
申請書類は最小限にとどめられており、か
つ許可に当たっては、相手方や申請内容を
充分に検討しなければならないため、これ
以上の簡素化は困難である。

3
申請書類は必要最小限にとどめられており、かつ許可に当
たっては、相手方や申請内容を充分に検討しなければならな
いため、これ以上の簡素化は困難である。

総務部管財
課

3

行政財産の貸付けの申請等 千葉県公有財産管理規則
申請書類は必要最小限にとどめられてお
り、かつ貸付けに当たっては、契約適格者
としての要件を満たすか審査する必要があ
るため、これ以上の簡素化は困難である。

3
申請書類は必要最小限にとどめられており、かつ貸付けに当
たっては、契約適格者としての要件を満たすか審査する必要
があるため、これ以上の簡素化は困難である。

総務部管財
課

4

普通財産の貸付け、処分の申請等 千葉県公有財産管理規則

申請書類は必要最小限にとどめられてお
り、かつ貸付けや処分に当たっては、契約
適格者としての要件を満たすか審査する必
要があるため、これ以上の簡素化は困難で
ある。

3
申請書類は必要最小限にとどめられており、かつ貸付けや処
分に当たっては、契約適格者としての要件を満たすか審査す
る必要があるため、これ以上の簡素化は困難である。

総務部管財
課

平成１７年度実施分

再検討の結果
所属番号 規制の見直し事項 規制の根拠 規制の見直し困難等とした結果

１見直し実施済　　２今後見直し予定　　３見直し実施困難
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5

住民基本台帳法に係る本人確認情報開示請求
等

住民基本台帳法、住民基
本台帳法施行細則

・添付書類は請求者の本人確認のために必
要であり、省略することはできない。
・様式に記載する事項は本人確認情報の特
定等に必要であり、簡素化することはでき
ない。
・事務処理期間は法律で30日以内とされて
いる。
・平成16年度に開示の請求の実績はなく、
郵送での請求も認めているので、出先機関
への事務移譲の必要はない。
・県の保有する情報のため、市町村への事
務委譲に馴染まない。

3

・添付書類は請求者の本人確認のために必要であり、省略す
ることはできない。
・様式に記載する事項は本人確認情報の特定等に必要であ
り、簡素化することはできない。
・事務処理期間は法律で30日以内とされている。
・平成19年度に開示請求は１件で、郵送での請求も認めてい
るので、出先機関への事務移譲の必要はない。
・県の保有する情報のため、市町村への事務移譲に馴染まな
い。

総務部市町
村課

6

千葉県精神保健福祉センターにおける相談診
療手続等

地方自治法、千葉県精神
保健福祉センター管理規
則

診療報酬請求上、必要である。 3 相談診療手続については、診療報酬請求上、必要である。

健康福祉部
障害福祉課

7

鳥獣の捕獲許可申請手続

鳥獣保護及び狩猟の適正
化に関する法律、鳥獣保
護及び狩猟の適正化に関
する法律施行細則

規則により定められている申請書記載項目
は、許可に係る審査にあたり把握すべき事
項であると考えられるため、規制緩和の方
向での見直しはできない。

3
申請書記載項目は、許可に係る審査において把握すべき必要
事項であることから規則で定めているものであり、規制緩和
の方向での見直しはできない。

環境生活部
自然保護課

8

自然環境保全地域内における行為の許可、届
出等

自然環境保全法、千葉県
自然環境保全条例

自然環境保護の気風がますます高まってい
る中にあって､自然環境保全地域等を開発
等から保護するための規制であり､規制緩
和の方向での見直しはできない。

3

自然環境を保護するために必要な規制であり、規制緩和の方
向での見直しはできない。
手続についても自然環境に及ぼす影響を判断するために必要
であり、法令等で規定されているため簡素化できない。

環境生活部
自然保護課

9

県立自然公園内における行為の制限等
自然公園法、千葉県立自
然公園条例

自然環境保護の気風がますます高まってい
る中にあって､自然公園を開発等から保護
するための規制であり、規制緩和の方向で
の見直しはできない。

3

自然環境を保護するために必要な規制であり、規制緩和の方
向での見直しはできない。
手続についても自然環境に及ぼす影響を判断するために必要
であり、法令等で規定されているため簡素化できない。

環境生活部
自然保護課

10

河川等における水産動植物の採捕の許可
漁業法、水産資源保護
法、千葉県内水面漁業調
整規則

河川等は市町村区域が複数にまたがること
があり、県として総合的な調整が求められ
るため見直しはできない。

3 情勢に変化はなく、前回検討したとおり見直しはできない。

農林水産部
水産課
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11

建築許可の申請、協議の申出、証明書の交付
申請手続等

都市計画法、千葉県都市
計画施設等の区域内にお
ける建築の許可等に関す
る規則

許可の申請等の手続については、規則にお
いて、申請様式、添付図書が規定されてい
るため、簡素化はできない。

3
許可の申請等の手続については、規則において、申請様式、
添付図書が規定されているため、簡素化はできない。

県土整備部
都市計画課

12

解体工事業者登録簿閲覧手続

建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律、
千葉県建設工事に係る資
材の再資源化等に関する
規則

閲覧者に住所､氏名等の記入を求めること
は、閲覧書類の紛失防止等適正な管理体制
を維持するために必要であり、緩和できな
い。

3

現在、閲覧者に記入いただいている内容については、住所、
氏名の２項目のみであり、閲覧書類の紛失防止等適正な管理
体制を維持するための必要最小限の項目としていることから
これ以上の緩和は困難である。

県土整備部
技術管理課

13

宅地建物取引業者名簿閲覧手続
宅地建物取引業法、千葉
県宅地建物取引業者名簿
等閲覧規則

閲覧者に住所､氏名等の記入を求めること
は、閲覧書類の紛失防止等適正な管理体制
を維持するために必要であり、緩和できな
い。

3
閲覧者に住所､氏名等の記入を求めることは、閲覧書類の紛
失防止等適正な管理体制を維持するために必要であり、緩和
できない。

県土整備部
建設・不動
産業課

14

建設業者提出書類閲覧手続
建設業法、千葉県建設業
者提出書類閲覧規程

閲覧者に住所､氏名等の記入を求めること
は、閲覧書類の紛失防止等適正な管理体制
を維持するために必要であり、緩和できな
い。

3
閲覧者に住所､氏名等の記入を求めることは、閲覧書類の紛
失防止等適正な管理体制を維持するために必要であり、緩和
できない。

県土整備部
建設・不動
産業課

15

流水の占用許可、土地の占用許可、工作物の
新築等の許可等

河川法、河川法施行規則
法定受託事務であり申請に必要な図書、部
数等は厳格に規定されており見直しはでき
ない。

3
法定受託事務であり、申請に必要な図書、部数等は法及び施
行規則において厳格に規定されており見直しはできない。

県土整備部
河川環境課

16

特別緑地保全地区内における行為の許可等
都市緑地法、都市緑地法
施行細則

県の細則は、法令の提出様式等に基づいて
定めているため、見直しできない。

3
県の細則は、法令の提出様式等に基づいて定めているため、
見直しできない。

県土整備部
公園緑地課

17

風致地区内における制限行為の許可基準、申
請手続

都市計画法、千葉県風致
地区条例

県の条例は、政令の基準に基づいて定めて
いるため見直しはできない。

3
県の条例は、政令の基準に基づいて定めているため見直しは
できない。

県土整備部
公園緑地課

18

不適合建築物等の届出
建築基準法、千葉県建築
基準法施行細則

建築主と県が同一の資料を共有すること
で、建築主の権利保護になることから緩和
はできない。

3
建築主と県が同一の資料を共有することで、建築主の権利保
護になることから緩和はできない。

県土整備部
建築指導課

3/6



別紙一覧表２‥‥過去に規制の見直しが困難とされたものについて改めて規制の見直しを検討するもの（網掛け部分が平成２０年度に再検討した部分です。）

記号 結果の概要

平成１７年度実施分

再検討の結果
所属番号 規制の見直し事項 規制の根拠 規制の見直し困難等とした結果

１見直し実施済　　２今後見直し予定　　３見直し実施困難

19

大規模な建築物に関する制限等
建築基準法、建築基準法
施行条例

建築基準法第43条第2項の規定による避
難、通行の安全を確保するための規定であ
ることから緩和はできない。

3
建築基準法第43条第2項の規定による避難、通行の安全を確
保するための規定であることから緩和はできない。

県土整備部
建築指導課

20

特殊建築物に関する制限等
建築基準法、建築基準法
施行条例

建築基準法第43条第2項の規定による避
難、通行の安全を確保するための規定であ
ることから緩和はできない。

3
建築基準法第43条第2項の規定による避難、通行の安全を確
保するための規定であることから緩和はできない。

県土整備部
建築指導課

21

建築物の一部の設備等の基準
建築基準法、建築基準法
施行条例

昇降機設備の維持管理の重要性に鑑みて制
定された規定で、昇降機事故がなくならな
い限り緩和はできない。

3
昇降機設備の維持管理の重要性に鑑みて制定された規定であ
り、昨今、昇降機等事故が多発していることから緩和するこ
とはできない。むしろ、基準が強化される方向である。

県土整備部
建築指導課

22

リゾート法に係る特例区域の基準等
建築基準法、建築基準法
施行条例

リゾート法に基づく区域のため関係機関と
の協議が必要

3

リゾート法に基づく区域のため関係機関との協議が必要であ
り、かつ、特例区域の指定は市町村長の意見を聞きながら県
が指定する。高層のリゾートマンション建設等に係る地域住
民との紛争防止に寄与している。

県土整備部
建築指導課

23

水道給水に関する工事検査の申請
水道法、千葉県水道事業
給水条例施行規程

水道法第19条に基づく水道技術管理者が行
う給水装置の検査申請のためであり、書式
の見直しはしないが、申請書を局ＨＰから
ダウンロードできるようにしている。

3
水道法第19条に基づく水道技術管理者が行う給水装置の検査
申請のためであり、書式の見直しはしないが、申請書を局Ｈ
Ｐからダウンロードできるようにしている。

水道局給水
課

24

水道給水に関する給水契約の申込み
水道法、千葉県水道事業
給水条例施行規程

給水契約に係るものであり、顧客管理上の
必要項目であるため、見直しをしない。
なお、使用開始・中止についてはインター
ネットを利用した申込みを可能としてい
る。

3

給水契約に係るものであり、顧客管理上の必要項目であるた
め、見直しをしない。
なお、使用開始・中止についてはインターネットを利用した
申込みを可能としている。

水道局業務
振興課

25

水道給水に関する修繕依頼書の提出
水道法、千葉県水道事業
給水条例施行規程

給水装置の修繕内容等を把握するためであ
り、書式の見直しをしないが、依頼書を局
ＨＰからダウンロードできるようにしてい
る。

3
給水装置の修繕内容等を把握するためであり、書式の見直し
をしないが、依頼書を局ＨＰからダウンロードできるように
している。

水道局給水
課

26

水道給水に関する給水装置・水質検査等の検
査の請求

水道法、千葉県水道事業
給水条例施行規程

水道法第18条で、水道の供給を受ける者は
水道事業者に検査を請求できると定められ
ているため、書式の見直しはしないが、検
査請求書を局ＨＰからダウンロードできる
ようにしている。

3

水道法第18条で、水道の供給を受ける者は水道事業者に検査
を請求できると定められているため、書式の見直しはしない
が、検査請求書を局ＨＰからダウンロードできるようにして
いる。

水道局給水
課
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27

水道料金の減免の申請
水道法、千葉県水道事業
給水条例施行規程

料金の減免に係るものであり、管理上の必
要項目であるため見直しをしない。

3
料金の減免に係るものであり、管理上の必要項目であるため
見直しはしない。

水道局業務
振興課

28

私設消火栓の使用の制限
水道法、千葉県水道事業
給水条例

目的外使用を制限することにより、消防用
水としての使用量を把握するためであり、
見直しはしない。

3
目的外使用を制限することにより、消防用水としての使用量
を把握するためであり、見直しはしない。

水道局給水
課

29

貯水槽水道の検査
水道法、千葉県水道事業
給水条例

水道法第14条第2項により、条例で定める
こととされているため見直しはしない。

3
水道法第14条第2項により、条例で定めることとされている
ため見直しはしない。

水道局給水
課

30

簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理の基準
等

水道法、千葉県水道事業
給水条例施行規程

水道法第14条第2項により、条例で定める
こととされているため見直しはしない。

3
水道法第14条第2項により、条例で定めることとされている
ため見直しはしない。

水道局給水
課

31

県立病院等の施設内における行為の許可等
千葉県病院局庁舎管理規
程

病院運営上、必要である。 3
医療施設という性格上、施設管理にあたっては特に安全に配
慮する必要があり、見直しは困難である。

病院局経営
管理課

32

県立病院等の施設内における会議室等の使用
の承認

千葉県病院局庁舎管理規
程

病院運営上、必要である。 3
運営管理上、施設の利用者あるいは使用目的等について事前
に確認することは不可欠であり、見直しは困難である。

病院局経営
管理課

33

教育委員会に係る傍聴手続
千葉県教育委員会傍聴人
規則

会議の運営上､適正な規則・手続と考えら
れるため見直しをしない。

1
従来の傍聴受付は開会30分前から20分前までの10分間として
いたが、平成19年4月より開会10分前までの20分間に延長し
た。

教育庁教育
総務課

34

奨学資金貸付手続等 千葉県奨学資金貸付条例
平成13年度に学校長への権限移譲済み。ま
た、添付書類は収入証明のみで必要最小限
であるため、見直しできない。

3
平成13年度に校長へ権限移譲済みである。また、添付書類は
収入証明のみで必要最小限であるため、見直しできない。

教育庁財務
施設課
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別紙一覧表２‥‥過去に規制の見直しが困難とされたものについて改めて規制の見直しを検討するもの（網掛け部分が平成２０年度に再検討した部分です。）

記号 結果の概要

平成１７年度実施分

再検討の結果
所属番号 規制の見直し事項 規制の根拠 規制の見直し困難等とした結果

１見直し実施済　　２今後見直し予定　　３見直し実施困難

35

教育財産使用の許可基準、申請手続等 千葉県教育財産管理規則
公有財産管理規則との整合性を図る必要が
あるため見直しはできない。

1
許可申請に必要な添付書類を簡略化した。
（個人申請時の住民票写し添付の省略）

教育庁財務
施設課

36

千葉県さわやか県民プラザ利用の承認
地方自治法、千葉県さわ
やかちば県民プラザ設置
管理条例

利用の3日前までに申請することとなって
いるが、事務及び管理の上で、これを短縮
するのは難しいと思われる。

3 施設の管理上必要最低限な期間であり、見直しはできない。

教育庁生涯
学習課

37

千葉県青年の家利用に係る不許可の基準 青年の家管理規則
必要最低限の規定で、施設運営上必要なこ
となので、見直しはできない。

3
施設利用に関する必要最低限な内容であり、見直しはできな
い。

教育庁生涯
学習課

38

運転経歴証明書の申請
道路交通法、千葉県道路
交通法施行細則

現在のところ、規制改革に係る見直しに向
けた検討は行っていない。

3

道路交通法により「運転経歴証明書の交付を申請することが
できる。」、さらに「申請を受けた公安委員会は、運転経歴
証明書を交付するものとする。」と規定されており、申請者
の申し出が条件となる。よって、運転経歴証明書を発行する
ためにも申請書の提出が必要となることから見直しの実施は
困難である。

県警免許課

39

運転免許に係る特定講習の申出等
道路交通法、千葉県道路
交通法施行細則

現在のところ、規制改革に係る見直しに向
けた検討は行っていない。

3

道路交通法施行規則により取消処分者講習は「処分を受けた
者からの申出により行うこと。」また、初心運転者講習は
「基準に該当した者からの申出により行うこと。」と規定さ
れており、申請者の申し出が条件となる。よって、受講証明
書を発行するためにも申請書の提出が必要となることから見
直しの実施は困難である。

県警免許課

40

自動車運転免許審査用自動車貸付の申請手続
千葉県自動車運転免許審
査用自動車貸付規則

現在のところ、規制改革に係る見直しに向
けた検討は行っていない。

1

貸付料については、千葉県自動車運転免許審査用自動車貸付
規則に基づく現金による徴収から、使用料及び手数料条例に
基づく千葉県収入証紙による納入に変更したため、同規則を
平成20年5月30日に廃止した。

県警千葉運
転免許セン
ター
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